





























一京都市内小学校の 「基立米」 と 「小学校会社」の分析一
問 題 の 所 在
学制(1872年)に先だって設置された京都市内の学区は,福 沢諭吉の 「京都学校の記」に
おいて,「民間1)」の学校と表現 されて以来,し ばしば歴史的先例 として言及されて きた。
しかし,京都市内の学区の成立を,福 沢のように 「スクールヂス トリクト2)」として把握す
ることの一面性は,諸 家の実証的研究成果の中では,批判的に言及されてきたところである。










費を確保 してゆくための府の政策の 「意義と限界5)」を画定することにはならない。 という





また,今 日に到るまで,京 都府政策の端初としておこなわれた,町 組改正による小学校区
の創設と,これの永続仕法が 「基立米」によって奨励され,「小学校会社」という経済的組
織によって試られる経過について,「 小学校会社」の金融機関としての存続を,設 立趣旨か
ら逸脱 した ものとみなすか,そ れ とも一貫 したものとみなすかの対立的評価にたった史料の
総合が並存 している。本稿は,これについて,近世支配構造 に対 しての自治制度創出と勧業
304
政策 とが,町 共同体の内側から生まれ出んとした近代的税制への連続的発展の可能性を閉ざ
す ものとして働いたことによって,教 育費確保政策としては統一性を もち得なかったとする
試論的構成を試るものである。 このため,近 世的自治との連続的把握による町組史料を提供
している秋山国三 『公同沿革史上巻』にしば しば言及することになる。
第1章 近世 自治 の動揺 と京都政策 の課題
第一節 近世町自治の変容
近世の京都の町自治は,中世末期に存在 した,経済的実力を背景にした自治都市における
それと異なる。禁裏を擁 したこの地は,戦 国時代以降,封 建的支配者の関心の下で,早期か




せ られ秀青の時代を経,徳 川幕府の治世に及んで,京 都自治の根底 として略々完成を見るに
至ったのである6)。」
この意味で,町 自治は,一面では 「町が対抗 し,排除すべき……結集せる力を活用すべき
対象を失った7)」のであるが,他 面では,「恒常的な市民生活全般に亘る安寧の確保7)」とい
う内的意義を有することになったのである。
従 って,こ の町 自治を封建的共同体の一種 とみなすならば,第 一に,土地の代替物 として




存続にとって,支 配層の規制が不可欠であるとして強制 されることになるという特徴を有 し
ていた。
第二に,こ の町 自治は,近代的な意味での政治関係を有していないという点に注意がはら
われねばな らない。町自治が個人や家を単位 として,平 等な自治参加をおこなうのであるな
らば,支 配層との関係が如何なるものであろうと,形式的平等性をもつことになるであろう
が,先 ず,家 持層と借家層 との自治参加形態において,次 に,町 自治の重層的編制において,
かかる平等性は有していなかった。家持層と借家層との権利関係の相異は,町 組の集金形態
としての 「軒役」「間口割」「顔役」のうち,「軒役」 が主要な集金形態であったことにあら
われている。 これはおおむね,京間三聞を一軒役 として家持に課すものである9)。町 自治は,
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市内各町が町組を結成 し,これを単位に町組連合 としての 「大仲10)」の組織が成立 したが,
町は,親 町,附属町等の多様な名称をもち,触 の伝達,公 費の徴収,将 軍への拝掲等1Dにお
いて親町 と附属町 とは,格差が存在 した12)。











期の 「町代改義一件16)」において町組の自治機能は,変 化するが,こ れは上にいう自治事務
費の処理に関 しての自治性の確認強化である。この一件の経過か ら,親町と付属町の離反が
おこるが,他 の親町に属することによって落着 したことから明らかな如 く,上に述べた共同
体支配の構造を変えるものではなかった17)。
第四に,以上の地域的組結合 とともに,職業毎に同業者が権力との関係においてとり結ぶ
「仲間」支配が 「町自治」の経済機能面を主要に担っていたことがあげ られる。 「共同占取
の対象」は,基 本的には,権 力の特権附与による営業の保護によってのみ,全 国的市場の成






触書以降,い よいよ,全国市場の動向に左右されることになってゆ く20)。諸仲間が,仲 間外
諸職商人の動向を内憂外患として意識し 「封鎖的独占強化21)」のみを志向する限 り,生産力
発達に対応しきれないものになってゆ く。
か くて,近 世町 自治は,共同体としての性格からいえぱ,権 力の特権保護 に 「経済的利害






ンブ ト制」の崩壊があげられ るであろう。商業資本の台頭とは,機 屋,お よびこれと卸売ま
たは小売商人との間にたって継続的な取引関係を結んだ仲買商(上 仲買)に 対する,西陣地
区の仲買か ら織物を仕入れて売捌きにあたった仲買商(下仲買)に よる,仕入 ・販売値段の
取 り決めによる支配である23)。「ツンフト制」の崩壊 とは,「受業人(徒 第)一 職工人一賃機
業者一仕入機屋一織元又は自営織屋」の五段階の職種内の変化である。服部はこれ らの各々
に 「一生一度は経過すべ き五つの段階」であるような 「純粋ツンフ ト的本質は遠 く徳川の昔
において大半喪失され」て しまったとしている24)。
また,組結合の自治組織についていうな らば,先 にみた 「町代一件」に関しての附属町の
離反と,将軍家茂上洛(1863年)における,銀五千貫の洛中振舞の際の事件をあげることが
できる。後者は,三 代将軍家光の上絡(1634年)の際の古例にのっとり,洛中に配分 した際
これを 「軒役負担」のものに限った点について,借 家人からの反対が起り,あ らためて,借
家人まで分配することが再布達されたものである25)。家光上絡の際の振舞は,「軒役」の算
定基準となったいわ くのものであり,これが変更された26)ことは,家 持層を主体 とする町組
自治が内部矛盾をはらみつつあったことを示す ものである。
以上の近世町共同体は,た とえ,強 固な共同組織を維持 していて も,所詮,政 治都市京都
においてのみ可能な,共 同占取の対象としての権力による富の集中に依存するものであった。
それ故,生 起 しつつあった二系統の組織内の矛盾に対して,何 らかの新たな関係の設定が不
可避的であった。
第二節 市中慰撫 と殖産政策の課題
1868年7月,天皇が東京に出発 し,一旦京都に帰った後,翌 年3月 遷都がおこなわれるや,
市内では京都の衰微を憂え,還幸を求める大衆行動まで生 じた27)。かかる市中の慰撫 と殖産
政策は,近世末期の矛盾に対して新たな統轄をおこなうにふさわしく,強硬に遂行された。
京都府にあって,町 組改正,殖 産政策等の主要課題を担ったのは,長 州藩から徴された愼村
正直であった。1868年9月京都府に出仕して以来1881年1月元老院議官に転出するまでの期
間の主要施策は,愼村の手になるものが多い28)。ここでは,上 記の政策課題が,地 方政治の
中枢にあった 「専制的」 ともみえる個人にとって如何に把えられ,こ れに対応する政策が現
実化されていったかを 「京都府政の大綱に関す る建言=書29)」(1870年)「愼村知事山梨県令藤
村紫郎連名の大政大臣宛教育令改正の建白30」(1880年)から検討 しよう。これ らの文書は,











施シテ是ヲ拒 ミ是ヲ覆ス名付ケテ突込 ミト云当路ノ官員其眼前ノ誹講奇禍二懲 リー 日ノ安ヲ
楡ンテ終二力ヲ致ス者ナシ所謂制令半日法度三日ノ諺ノ起ル所以ニシテ政教素乱ス32)」
かかる市民把握か ら,棋村は殖産を中心 とした強力な政治,教 育を施行することになる。
この文書では,既 に行った施政として,町 組改正,戸 籍編制,市 中制法,小 学校建営,町組
会社(小学校会社のこと),物産立会所等をあげ32),前途の目的として以下の五項 目をのべ
ている。






とはいえ,殖 産政策として 「水車器械 ヲ置 ク」,「越前敦賀或ハ若州小浜 ヨリ横二京師へ鉄道




向けて編制 しなおすこと,つまり殖産政策を基軸として,政 治都市か ら産業都市へ変換 して
ゆ くことである。このためには,旧 来の仲間も,町組 も改編されるべきものであった。槙村
は湯屋仲間の特権を解消するため仲間の申合を無視して自ら新規に営業 して成功したとされ
るが,こ れもまた,旧慣変更の一例である35)。




「天下ノ究民多ハ放蕩無頼怠惰 自棄自ラ産 ヲ破 リ流落二安スル者ナ リ有限ノ財ヲ以テ無限
ノ人ヲ救フ容易二救ヘハ却テ其怠惰ノ心ヲ増ス京都府下其類尤多シ トス是故二救ヘハ必 ス役
ス役シテ救 ヒ恵ンテ不費人々自ツカラ徒食ス可 ラサル 「ヲ知ラシム36)」
すなわち,究 民について も,就労と救済 とを一体化にした政策をとることを強調している
のである。つまり殖産政策は,単 に特定産業の興隆をもって経済的自立をはかるのみではな
く,住民をして職業につかしめることによる自活の道へ強制することをも志向していた。そ
うである以上,強 制手段としての,政 治も教育 もまた,殖産政策の一部として不可欠のもの
であった。
第三点は,か かる課題の実現の主体として地方官の活躍が期待 されていたことである。こ
の点についての例証は,先 にみた,在 官の者 としての決意の表明だけでなく,京都府政担当
期の多 くの事件の当事者 としての槙村の活動がこれを示 している。1872年京都裁判所設置に
際しての正院あての書面では,次 の如 く述べている。











また,教 員の人 となりが父兄に及ぶのに,文部省が教則を指揮 し,巡視するだけではすま
ないとして,「 誰力学事 ノ即今政治上二大関係アルヲ知ラン」と歎 じ,次の如 く建 白を結ん
でいる。
「願 クハ閣下藪二瞭察シ速二教育令二改正シ学務委員及ヒ教員ノ瓢陵ヲ地:方官権内二委ネ
政教ヲシテ背馳セシメス民俗 ヲ惇良二導キ国歩 ヲ真正開明ノ域二進メシメン「 ヲ正直等誠恐
誠憧謹テ上陳ス40)」
かくて,槙 村の京都政策の課題認識は,地方官の主体性に最:終的に期待される殖産政策で




第一節 求あられた学校 と結果 した仕法
幕末における京都市中の庶民教育機関は,寺 小屋 と教諭所とであった。既に1866年前者の




ハ素ヨリ,日二費ユル筆研墨紙銭財ハ,父 兄並二主入タル者 ヨリ,柳 モ差出スニ及バズ42)」
1868年9月の京都府の示達では,個 別的教育費徴収としての 「束修」を廃止 し,幼童の有
無にかかわ らず,町 単位で集金する,社会的教育費徴収の必要を認めていた。
「素 ヨリ手跡指南所等ハ是迄多ク有之候共師弟之道不相立弟子分ハ我儘相働キ自然不規則









金 ト申事ナ リ此出金ヲ上へ出ス ト心得タルカ是亦左ニアラサル也学校建営二就 テハ上ヨリモ

























よりの申出を承認 して新町組を布告 した。ここに三条通を境にした上京33番組,下 京32番組
の計65町組が成立 し,学校設置の単位 となることになった49)。
町組再編は,町組を単位 として,学 校設置等の事業をおこなうための地域的区画を創出し



























上京の三番組 および 二十五番組は 府の 資金援助をうけずに町組有志の寄附金のみで建営 し
た56)。
これ らの建営資金のうち,下 附金の占める比率は 「半分から3分の157)」と推定されてい
る。
以上か ら,小学校建営時の資金によって,小 学校設置の権利関係を推定するには,次 の二
点が留意 されねばならない。
第一点は,府 当局は,町組再編成 と,建営時資金負担を原則とすることの二点において,





在 したことの意味である。これ らの町組にとっては小学校建営は,再編 された町組がおこな
う最初の事業であり,義務的集金によるのではなく,個 々の成員の自発的意志による費用支
出であった。それ故,従 来の町組軒役 という共同体経費としてではな く,私的費用の共同的
組織化としてこの費用は 「社会的に組織された教育費58)」に転化 したのである。旧来の町組
軒役にあっては,費 用は,共 同体の存続,維 持に要する費用だったのであり,その意味で,
権力の統轄に委ねる費用も,町組内部における自治的費用も,共同体の名で成員に課されて
いたのである。従って,第 一の政策の結果として,住 民の側に明確に個別的な教育費支出を
























て,竃 金支払困難なものへの 「救難助成」までおこなおうとする社中を府に 「下知」するこ
とを願出たのであったが,こ れは,先 の府の 「永続仕法」を町組で建てることを命じた告諭
の方向に沿った試みということができる。つま り 「軒役」によらず,し かも 「竃金」のみで





会社仕法をたてた,下 京三番組,同 四番組,同 十二番組からも提出されている62)。
府はこの申出を受け,1869年10月,12月の 回 にわけて計6500石の現米を下賜する。これ
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1870年3月には,府 は,竃 金について も,「当府へ差出候二不及都テ其組へ相任セ候条入
費組内ニテ相弁可申事」と組毎の運営を命 じている。この府令において,「会社仕法」をた












ら,利益を生みだすことを求 められていた・では,有志金 と下賜現米 とは,如 何に運用され
れば,利 益を生みだすことができるのか。以下にこのために構想された米会社,お よび小学
校会社の仕法を吟味しよう。これ らの仕法は,一切の強制徴収性を排 して,な お永続的に利
益を生みだすために府から推奨 されたものである。と同時に,有 志金と現米を運用すること




「仕法書」には,次 のように売買に付1%の 利米を蓄積してゆ く方法がのべ られている。
「一,順 々二買入米売捌方ハ米一石二付一升ツツ利益ヲ残シ元直段二而売渡申候65)」
これを願い出たものは,三 番組27町中12名66)であるか ら,米商社は町組 とは別の組織 とし
314














第二 に,米の最終的消費時に利益が得 られるような方法をとる(必需米)に しても,これ
































では,市 場経済か らの小学校費用の確保が近世的経済の中心であった米ではな く,貨弊の
形態で試られたならばどうなるか。次にこの点を,小 学校会社が,自 ら金融機能を担った場
合について吟味しよう。
下京十二番組では次の如 く,町毎に 「軒役」にもとついて,家 持層宛に貸付けている。
「一玄米五拾石







は,強 制貸付によって,「 軒役」に依存 した集金をおこなったのである75)。これは,米会社
の欠損を架空の貸付とした下京三番組 と同様の解決方法である。
他方,下 京三番組の場合は,小 学校会社がおこなっていた,金 融,御 備米管理,竃 金出金
の業務を1873年以降,小 学校会社の名称においてではな く,「区長」の名称においておこな
っている。これは,「 経済部門の専管機関たる会社の独立に対 して杞憂し,そ の業務を行政
機関たる会議所に併合するに至った76)」ものという推定がなされている。秋山は,他 の町組
における小学校会社も類似の経過をとったのであろうと述べ,小 学校会社 と会議所(小 区),
316
小学校の関係を次のように総括 している。






ては・それは会社の消滅による財産の小学校への移行ではな く,小 学校の財産その ものの存
続であるとしなければならない77)。」
長文を引用 したのは,秋 山のこの評価が,基 立金および財産にっいての帰属を明確に整理
しているからだけではない。ここに表明されている帰属関係によって,小 学校会社が府政策
を体 して担った 「永世産業 ヲ興隆シ富殖振憧之道ヲ開 ク」 という目的について,こ れを小学
校,会 議所の維持のみを目的とするものとして変更せざるを得ないことを認めていることを
確認するためである。秋山はこの直後に,小 学校会社の名称を明治19年まで存続する,上京
二十二組および同三十一組の事 に言及し,前者の貸付業務について 「それが如何なる名 目で
行われたにして も,小学校維持費の補助造成を目的とせる設立趣 旨よりすれば,相 去ること
遠い」と述べ,「 元来小学校会社の収得すべき利潤は学校維持費の補助を満せば事足 りたの




だが,秋 山にとって 「逸脱」とみなされた小学校会社の存続を,金 融機関として存続させ








都小学五十年誌」における関口秀範日彰尋常小学校長(下 京四組)の 「聞見録」は次の如 く,
下京四組,上 京春 日校(上 京二十二組)に おける小学校会社の肯献について記 している。
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「金融機関の皆無な りし当時に於ては,相 当の利潤 もあったらしく,それが小学校の経済
を補ふほどの大 したものでなかったにせよ,校舎の修築校具の新調等に社金を融通 して一時

















このように,既 に小学校会社がおこなっていた貸付が,取 引銀行の閉店によって,債 権者
か らの取付にあい,こ れが訴訟とな り,小学校会社が閉鎖されてゆ くという経過が,小 学校
会社の終結のいまひとつの動向であるということができる。この動向においては,小学校会
社は金融業 として存続 し続け,市 場経済の中で,機 能 しなが ら,市場経済の変動に直面 して
閉鎖されることになったのである。この動向に即 してみるなら,小学校会社は,当 初より,
　 　 コ 　 ロ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
「密接な関係を有ち,む しろ異称同体 とさえ思はれ,そ の終末に至るまで変質する事がなか
　 　
った。」のである87)。
以上にみてきた,明治10年代まで存続 した小学校会社 こそ,府 の当初の政策における如何








目的とするものであった。 しかるに,こ の両者は,そ の最 も発展した形態において,当 初期
































たが,叢 に(1889年市制特例のこと一引用者注)数 百年 に亘る京都特有の伝統はその精神を
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の 一 部 で あ る。
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THEMEANINGANDTHELIMITSOFTHEPOLICYTOENSURE
SCHOOLREVENUEBYDINTOFENCOURA.GINGINDUSTRY
一Ananalysisoftherice・grantedaidandtheelementary
schoolcompany.inKyotoCityintheearlyMei翼era一
KazuoMIKAMI
Inthispaper.theauthorexaminestheprocessofR)uhdingofelementary5chool
systeminKyotoCityearlyintheMe寿iera,concentratingtheauthor'sconcernon
the丘nanc量alsysterh.
Be恥retheMe麺iera,therewasanautonomous丘nancialsysteminKyoto・It's
践nancialrcvenuewasmainlydep6ndedonthe``Nokiyaku,,.(akindofhouseestate
taxburdenedonlyonthehouseownersaccordingtoth俘sizeoftheirkouse・)・...
ThepolicyofKyotoPre琵cturalGovさrnmentwastoaboli串hthetaxandtoe串tablish
anewsystemo餓nancewhichwascomposedofthe``Kamado-kin,'(ataxfbrevery
bitofhouse)andthe``Eizoku-shiho"(thew毎ytoensurethepermanentfund)・
Forproceeding.thepolicy,.theKyotoPre琵cturalGovernmen事provideda舳nd㌃o
buildschoolsonone.handandthe``Kiritsu-mai',(arice-grantcdaidtobeused
asthepermanentfundtoeachcitycommunity)ontheotherhand.
Thenthreemethodsweretriedbycitycommunitieswiththeaidofthe``Kiritsu-
mai'.',butfhiled.The且rstoneofthescmethodswasthatthericetradingcomp3ny
payeditspro且ttotheelementaryschoolcompany・Thesecondwas㌻hattheelementary
schoolcompanylentriccR)rthepurposeofgainingintercsttothe.sub-systemof
cityco卑munity.Thethirdwasthattheglementaryschoolco即panyconvertedrice
intomqneyandlentittoeveryeconomicalorganization長)rmakingPro丘t・
Amongthemthethirdmethodhadbeen.maintainedR)rthelongestper五〇dof
time.Thethirdmethodh包sbeenestimatedintwod三Hbrentwaysintermsofwhether
ornotthismethoddeviated仕omthebeginningpurposeoftheelementaryschool
company.Theautherdisagreeswiththeestimateofdeviation。
ThemeaningofthepolicyofKyotoPre免cturalGovernmentwastρburdenevery
bitofhumanactivitywhichhadproducedwealthwitha丘nancialrevenueofeduca・
tion,andthepolicywaslimitedbythemarketfluctuationandthe.cstablishmentof
nation-widecoercivetaxcollectsystembylaw.
